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ジェク
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国土交通省 1210010

日向市中心市街地活性
化区域内に建設する共同
住宅の建物本体に対して
無利子融資制度の創設

　共同住宅の整備にあたっては、平成１７年度に
創設された「街なか居住再生ファンド」により、中
心市街地等で行われる民間の多様な住宅等の整
備事業に対し、出資を行っている。
  また、住宅金融公庫の「都市居住再生融資」（低
利融資）でも対応が可能である。
　なお、無利子融資制度の創設にあたっては、法
的措置が必要であり、政策金融の見直しを迫られ
ている今日では、共同住宅整備に係る無利子融
資制度を新規に創設することは困難である。

D

　「街なか居住再生ファンド」による出資によって住
宅建設促進を行うことが可能。
　また、住宅金融公庫の「都市居住再生融資」に
よって住宅建設促進を行うことが可能。

＜街なか居住再生ファ
ンド＞
（項）都市環境整備
（目）市街地再開発事
業等

＜街なか居住再
生ファンド＞
2,500,000

＜街なか居住再生ファ
ンド＞
（項）都市環境整備
（目）市街地再開発事
業等

＜街なか居住再
生ファンド＞
2,500,000

1004 10042010 宮崎県
日向商工会議
所

ひゅうが市都心空間
創出プロジェクト

国土交通省

国土交通省 1210020
｢空港整備事業費補助
金」の対象施設の拡大

空港整備法第８条
第４項

空港整備事業費補
助金等
交付要綱第２条第
２項別表
第１

空港における旅客ターミナル整備事業について
は、現在「空港整備事業費補助金」の対象になっ
ていない。

Ｃ

   「空港整備事業費補助金」は、航空ネットワーク
を形成するために必要な飛行場の整備を図るた
め、全国の空港から得られる着陸料等を原資とし
て、航空機の離着陸に必要な滑走路、着陸帯、誘
導路、エプロン等の施設整備に要する費用の一部
について、国として一定の支援を行っているもの。
   一方、ターミナルビル等の施設については、民間
の事業者が資金を負担し、その整備・運営が行わ
れてきたところ。
   今回要望のあったターミナルビル等についても、
従来のターミナルビル等と異なる点はなく、新たに
「空港整備事業費補助金」の対象とする状況には
ない。
   なお、ターミナルビル等の施設整備に関しては、
日本政策投資銀行からの融資制度を設ける等、支
援措置を講じているところ。

- - 1074 10742040 北海道
北海道旭川
市、三井物産
株式会社

国際交流拠点形成プ
ロジェクト

国土交通省

国土交通省 1210030
地域再生基盤強化交付
金（道整備交付金）の対
象拡大

地域再生法第１３
条

道整備交付金は、地域再生計画に基づき、市町
村道、広域農道、林道のうち２種類以上の施設を
総合的に整備する場合に交付される制度である。

Ｄ

道整備交付金の要件を満たせば自転車道につい
ても市町村道として整備可能である。また、市町村
道事業については、新設・改築・修繕が対象となっ
ており、既存道路の改良も可能である。

（項）地域再生推進費
（目)道整備交付金

内閣府に一括計
上

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強
化交付金

内閣府に一括計
上

1100 11002010 三重県
伊勢自転車愛
好会

自転車を活用した伊
勢再生特区

内閣府
国土交通省

国土交通省 1210040
国の事業における景観形
成に関する権限移譲

全国新幹線鉄道整
備法第１３条

鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う新幹線
鉄道の建設に関する工事に要する費用の一部を
国が負担することとされている。

Ｃ

　整備新幹線の建設は、全国新幹線鉄道整備法
に基づき国の補助金を得て鉄道建設・運輸施設整
備支援機構が実施しており、その他の補助金等の
交付対象事業とはならない。

- - 1101 11012021 福岡県 個人
美しい鉄道で丁寧な
国づくりプロジェクト

内閣府
国土交通省

国土交通省 1210050
みんなで進める中心市街
地ワクワク夢再生構想

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ
まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、提案事項については、
支援対象となる。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1104 11042010 愛媛県

愛媛県新居浜
市、株式会社
まち協ネット
ワーク

みんなで進める中心
市街地ワクワク夢再
生構想

経済産業省
国土交通省
総務省
農林水産省
厚生労働省
文部科学省

国土交通省 1210060

地域経済活性化に向け
た「交通ネットワーク
すいすいプラン」（道
整備交付金対象道路の
拡充)

地域再生法第１３
条

道整備交付金は、地域再生計画に基づき、市町
村道、広域農道、林道のうち２種類以上の施設を
総合的に整備する場合に交付される制度である。

Ｄ

都道府県道と市町村道の連携については、地方道
路整備臨時交付金を活用することにより整備可能
である。なお、道整備交付金は、地域再生に資す
る市町村道・広域農道・林道という類似施設を総合
的に整備するものであるため、都道府県道と市町
村道だけでは交付金の対象にならない。

（項）地域再生推進費
（目）道整備交付金

内閣府に一括計
上

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強
化交付金

内閣府に一括計
上

1153 11532010 群馬県
群馬県伊勢崎
市

地域経済活性化に向
けた「交通ネットワー
クすいすいプラン」（道
整備交付金対象道路
の拡充)

内閣府
国土交通省

国土交通省 1210070
シラス地盤の急傾斜地を
活かした防災兼用型建築
物を造る特例

　提案事項の内容にある斜面整備融資制度（切
土によるがけ地の解消）については、適用実績が
ないことから平成１６年度をもって廃止となってい
る。
　また、提案内容のような建築物を建築しようとす
る民間事業主に対する支援を行う制度はない。

Ｄ

　提案事項の内容にある斜面整備融資制度（切土
によるがけ地の解消）については、平成１６年度を
もって廃止となっている。現行の斜面整備融資制
度では、急傾斜地崩壊危険区域内のがけ地等を
含む区域等における土砂災害の防止に関する施
設整備事業であれば、用地取得費及び造成費の
融資を受けることが可能である。
　建築物に関する支援については、提案の建築物
が法令等に適合する建築物であれば、他の民間
事業主が建築する法令等に適合する建築物と区
別するものではなく、本件に関して特別なものはな
い。

日本政策投資銀行融
資
都市治水事業
（斜面整備事業）

-

日本政策投資銀行融
資
都市治水事業
（斜面整備事業）

- 1168 11681011
 
鹿児島
県

リード建築設計
株式会社

シラス崖地を防災を兼
ねた建築物で活用す
る

国土交通省

国土交通省 1210080
統合河川環境整備事業
の改革又は一部交付金
化

地方財政法第16条
H17.4.1付け各都
道府県知事宛河川
局長通知「統合河
川環境整備事業費
補助制度につい
て」

・指定区間内の一級河川及び二級河川において、
都道府県知事及び市町村長が実施する河川浄化
事業、自然再生事業、利用推進事業及び河畔整
備事業について事業費の１／３を補助する。
・平成１７年度より、流域単位を原則として統合補
助金化することにより、現地の状況に即応した予
算運用等が可能になるなど事業主体である都道
府県等の裁量性を高めるとともに、事務の簡素化
を図っている。

Ｄ

  補助金は通常、多額の費用支弁に対して補助さ
れるものであり、近年はさらに、「国庫補助負担金
等整理合理化方針」（H15.6.27閣議決定）におい
て、小規模なものや効果が地域的に限定されるも
の等については、順次廃止・縮小することとされて
おり、統合河川環境整備事業の採択基準をこれ以
上引き下げるのは困難である。しかしながら、事業
単位の取り方の誤解から、補助できるものである
にかかわらず補助を受けていな場合なども見受け
られるので、何なりとご相談いただきたい。
　統合河川環境整備事業は、これまで個別事業を
単年度で扱っていたものを、概ね５年間の計画を
作成し、この計画内であれば、各年度の事業はよ
り自由に実施できるようにしたものであり、都道府
県の自主性・裁量性を高めるようにしたところであ
る。
　本制度は平成１７年度より始まったばかりであ
り、その成果が上がるように運用していきたいと考
えている。

（項）都市水環境整備
事業費
（目）統合河川環境整
備事業費補助
（目細）統合河川環境
整備事業費補助

2,622,000

（項）都市水環境整備
事業費
（目）統合河川環境整
備事業費補助
（目細）統合河川環境
整備事業費補助

2,521,000 1194 11942010 山形県 山形県
最上川環境共生圏形
成計画

国土交通省
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国土交通省 1210090
地域再生基盤強化交付
金（汚水処理施設）の対
象事業の拡大

・地域再生法第５
条第３項第２号ロ
・同法第１３条第１
項
・汚水処理施設整
備交付金交付要綱
第２－１

地域の人々の生活環境を改善するために行われ
る下水道、集落排水施設又は浄化槽の２以上を
総合的に整備する事業（同一の事業主体が２以
上の施設を汚水処理の普及拡大のために総合的
に整備する場合）に要する費用を交付金として交
付している。

B-2

汚水処理施設整備交付金制度はスタートしたばか
りであり、整備の後れている地域の汚水処理施設
の普及を図ることに重点を置いているところであ
る。対象事業の拡大については、今後の状況を踏
まえ、必要に応じ、関係省庁と調整の上、対応して
まいりたい。

（項）地域再生推進費
（目）汚水処理施設整
備交付金

内閣府に一括計
上

【下水
道と農
業集落
排水事
業のつ
なぎ込
みにつ
いて】
Ｄ

【「設備
更新」
「大規
模な施
設改
修」に
つい
て】
Ⅲ－２

【下水道と農業集落排水事業のつなぎ込みについ
て】
下水道と農業集落排水事業のつなぎ込みについ
ては必要な条件を満たせば現行制度でも対応可
能である。

【「設備更新」「大規模な施設改修」について】
汚水処理施設整備交付金の制度が出来て１年目
であり、現行の対象事業の整備を着実に進めるこ
とが制度の定着に必要であることから、まずは整
備の後れている地域の汚水処理施設の普及を図
ることにした。

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強
化交付金

内閣府に一括計
上

1194 11942020 山形県 山形県
最上川環境共生圏形
成計画

内閣府
農林水産省
国土交通省
環境省

国土交通省 1210100
関係市町村が連携して取
り組む地域再生計画

都市再生特別措置
法第４７条

地域再生法第１３
条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

また、道整備交付金は、地域再生計画に基づき、
市町村道、広域農道、林道のうち２種類以上の施
設を総合的に整備する場合に交付される制度で
ある。

Ｄ

複数の市町村が連携して、都市再生整備計画を作
成することにより、地域共通の課題に対応すること
が可能である。
また、まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に
基づく事業を支援対象としており、提案事項につい
ては、支援対象となる。

道路については、地域再生計画に基づく市町村道
整備が道整備交付金の対象となっており、地域再
生計画と連動した仕組みとなっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1198 11982010

長野県
以下４
２都道
府県

全国工業再配
置促進連絡協
議会

関係市町村が連携し
て取り組む地域再生
計画

厚生労働省
国土交通省
経済産業省
農林水産省

国土交通省 1210110
地域再生基盤強化交付
金の拡充（ソフト版まちづ
くり交付金の創設）

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、ハード事業と一体的に
行うソフト事業を含め、支援対象の選択は自由と
なっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1211 12112010 滋賀県
浜大津観光協
会

浜大津･ウォーターフ
ロント再生プロジェクト

経済産業省
国土交通省
文部科学省

国土交通省 1210120

地域再生基盤強化交付
金の拡充（ハード版中心
市街地活性化及び観光
交流空間創生）

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ
まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、支援対象の選択は自
由となっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1211 12112020 滋賀県
浜大津観光協
会

浜大津･ウォーターフ
ロント再生プロジェクト

経済産業省
国土交通省
文部科学省
環境省

国土交通省 1210130
地域再生基盤強化交付
金の拡充（港整備交付金
の対象範囲の拡大）

地域再生法第１３
条

港整備交付金は、地方港湾の港湾施設と第１種
漁港の漁港施設を併せて整備する際に交付され
る（地域再生法施行令第３条）ものである。

Ｄ

港整備交付金については、認定地域再生計画に
記載された地方港湾の港湾施設と第１種漁港の漁
港施設であれば、施設整備に充てることは可能で
ある。
　河川区域に港湾区域が重複している例は多々あ
り、現状においても河川管理者や港湾管理者は、
お互い整備計画等の調整・連携を図り、事業等を
実施しているところであり、港整備の必要性があれ
ば、河川管理上支障がない範囲において所定の手
続きをとれば、河川区域において港整備交付金に
よる施設整備を行うことは可能である。

（項）地域再生推進費
（目）港整備交付金

内閣府に一括計
上

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強
化交付金

内閣府に一括計
上

1211 12112030 滋賀県
浜大津観光協
会

浜大津･ウォーターフ
ロント再生プロジェクト

内閣府
国土交通省
農林水産省

国土交通省 1210140
地域再生に資する自然環
境の再生に関する事業の
交付金化

H17.4.1付け各都
道府県知事宛河川
局長通知「統合河
川環境整備事業費
補助制度につい
て」

・指定区間内の一級河川及び二級河川において、
都道府県知事及び市町村長が実施する河川浄化
事業、自然再生事業、利用推進事業及び河畔整
備事業について事業費の１／３を補助する。
・平成１７年度より、流域単位を原則として統合補
助金化することにより、現地の状況に即応した予
算運用等が可能になるなど事業主体である都道
府県等の裁量性を高めるとともに、事務の簡素化
を図っている。

Ｄ

　統合河川環境整備事業は、ビオトープの設置な
どの河川環境の整備や保全を行う環境整備事業
について、これまで個別事業を単年度で扱ってい
たものを、概ね５年間の計画を作成し、この計画内
であれば、各年度の事業はより自由に実施できる
ようにしたものであり、都道府県の自主性・裁量性
を高めるようにしたところです。
　本制度は平成１７年度より始まったばかりであ
り、その成果が上がるように運用していきたいと考
えている。

（項）都市水環境整備
事業費
（目）統合河川環境整
備事業費補助
（目細）統合河川環境
整備事業費補助

2,622,000

（項）都市水環境整備
事業費
（目）統合河川環境整
備事業費補助
（目細）統合河川環境
整備事業費補助

2,521,000 1211 12112040 滋賀県
浜大津観光協
会

浜大津･ウォーターフ
ロント再生プロジェクト

環境省
国土交通省
農林水産省

国土交通省 1210150
地域再生に資する歴史・
文化発信事業の交付金
化

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、ハード事業と一体的に
行うソフト事業を含め、支援対象の選択は自由と
なっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1211 12112050 滋賀県
浜大津観光協
会

浜大津･ウォーターフ
ロント再生プロジェクト

文部科学省
国土交通省

国土交通省 1210160
地域再生基盤強化交付
金における国の予算の一
元化

地域再生法第１３
条

地域再生基盤強化交付金の交付の事務は、交付
金の種類に応じ、政令で定める区分に従って農林
水産大臣、国土交通大臣又は環境大臣が行う。

Ｃ

地域再生基盤強化交付金は、対象施設に関する
専門的知見の活用、地方支分部局の活用等によ
る効果的・効率的執行の観点から、対象施設の所
管省庁が交付に関する事務を行うこととされたもの
である。なお、交付事務手続きに係る負担の軽減
を図るため、交付省庁においてワンストップ窓口を
設けたばかりであり、その十分な活用がなされるよ
う、交付省庁間で連携して対応してまいりたい。

- - 1215 12152010 三重県 三重県
地域が使いやすい交
付金制度の提案

内閣府
農林水産省
国土交通省
環境省



省庁名
管理コー
ド

支援措置に係る提案事項 該当法令等 制度の現状
反映の
分類

概算要求への反映状況
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

政府予
算案へ
の反映
の分類

政府予算案への
反映の状況

予算の名称
(項)(目)(目細)

予算額
（単位：千円)

構想
（プロ
ジェク
ト）管
理番号

支援措置
提案事項
管理番号

都道府
県名

提案主体名
構想（プロジェクト）の

名称

制度の所
管府省庁・
関係府省
庁

国土交通省 1210170
施設間充当を行った場合
の予算所管省庁の変更

地域再生法第１３
条

地域再生基盤強化交付金の交付の事務は、交付
金の種類に応じ、政令で定める区分に従って農林
水産大臣、国土交通大臣又は環境大臣が行う。

Ｃ

地域再生基盤強化交付金は、地方の裁量で自由
に他施設へ充当する仕組みが十分確保されてい
る。なお、施設間充当に伴う会計検査等の事務の
運用については、今後の状況を踏まえ、必要に応
じ、交付省庁間で連携して対応してまいりたい。

- - 1215 12152020 三重県 三重県
地域が使いやすい交
付金制度の提案

内閣府
農林水産省
国土交通省
環境省

国土交通省 1210180
道整備交付金の対象施
設の拡大

地域再生法第１３
条

道整備交付金は、地域再生計画に基づき、市町
村道、広域農道、林道のうち２種類以上の施設を
総合的に整備する場合に交付される制度である。

Ｄ

道整備交付金の対象施設については、各施設の
整備目的、事業規模、連携（組み合わせ）による効
果などを総合的に検討し、本交付金の趣旨に最も
適した組み合わせとして市町村道、広域農道及び
林道に限定されているところであるが、都道府県道
事業などの関連事業も地域再生計画には記載可
能であり、例えば地方道路整備臨時交付金等をあ
わせて活用することによって、地域再生へのニー
ズには十分応えることが可能と考えられる。

（項）地域再生推進費
（目）道整備交付金

内閣府に一括計
上

（項）地域再生推進費
（目）地域再生基盤強
化交付金

内閣府に一括計
上

1215 12152030 三重県 三重県
地域が使いやすい交
付金制度の提案

内閣府
農林水産省
国土交通省

国土交通省 1210190

古民家群の残る農村風景
を観光資源とするために
活用できる多様な交付
金･補助金等の一元化。

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ
まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、提案事項については
支援の対象となっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1219 12192010 山梨県
財団法人山梨
総合研究所

原郷の里づくり構想
国土交通省
農林水産省
内閣府

国土交通省 1210200
地方道路交付金事業の
対象事業範囲の拡大に
ついて

道路整備費の財源
等の特例に関する
法律第５条

地方道路交付金事業は、道路整備費の財源等の
特例に関する法律第５条に基づき、都道府県道及
び市町村道の改築、修繕、舗装を対象とし、地方
公共団体が作成する「実施に関する計画」に基づ
いて、地方公共団体毎に交付金が交付される事
業である。

B-2

災害対策など地域が取り組むべき緊急課題を効率
的に解決するため、地方公共団体が策定する整備
計画に基づき、地方公共団体が管理する国道（補
助国道）、地方道の一体的な道路整備を支援する
仕組みの創設を要求。

（項）道路事業費
（目）地域課題対策支
援事業

5,000,000 Ⅱ 1244 12442010 岩手県 岩手県

地方道路交付金事業
の対象事業範囲の拡
大による地域づくり構
想

国土交通省

国土交通省 1210210
エコドライブ管理システム
の導入支援

低公害車普及促進
対策費補助金交付
要綱

ＥＭＳモデル事業
実施要綱

ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）の普及を図ろう
とする者に対し、ＥＭＳ用機器購入費の一部補助
を実施。この補助制度に関して、「ＥＭＳモデル事
業」（特別積合せ貨物運送を行う一般貨物自動車
運送事業者に対し、ＥＭＳの実施に係る指導及び
助言を行うとともに、ＥＭＳの有効性や効果的な実
施方法を明らかにすることにより、エコドライブの
普及促進を図る事業）を募集し、選定。

Ｃ

当該制度は、ＥＭＳの普及に向けた準備として、モ
デル事業によりＥＭＳの有効性や効果的な実施方
法を明らかにすることを目的としているため、今年
度限りとしているものである。

- - 1294 12942020 福井県 福井県
省CO2型交通システ
ム構想

国土交通省

国土交通省 1210220
協働・多機能・多層化
によるインテリジェン
トシティ構想

都市再生特別措置
法第４７条

まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づ
く事業を支援対象としており、支援対象の選択は
自由となっている。

Ｄ
まちづくり交付金は、市町村の自由な発想に基づく
事業を支援対象としており、提案事項については、
支援の対象となっている。

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

260,000,000

（項）都市環境整備事
業費
（目）まちづくり交付金

（項）揮発油税等財源
都市環境整備事業費
（目）まちづくり交付金

238,000,000 1296 12962010 東京都
株式会社まち
づくり三鷹

協働・多機能・多層化
によるインテリジェント
シティ構想

経済産業省
国土交通省
総務省
厚生労働省
文部科学省
経済産業省

国土交通省 1210230
地域連携事業（複数地域
の同時採択制度）の導入

都市地方連携推進
事業実施要項
第４条、第６条

都市と農山漁村等の間の交流促進により､地方の
活性化を推進するとともに、都市住民の生活の充
実を図るものであり､都市と地方の農山漁村等の
市町村や住民･NPO等の連携により行われる先導
的な交流事業を審査の上採択し、市町村に対し補
助することにより、ソフト・ハード両面にわたり一体
的に支援する。

Ｄ

都市地方連携推進事業は都市と地方の農山漁村
等の複数市町村や住民･NPO等の連携により行わ
れる先導的な交流事業をソフト・ハード両面にわた
り一体的に支援するものであり、複数地方におけ
る各種事業を一括して採択することが可能である。

（項）国土交通本省
（目）都市地方連携推
進事業費補助金

383,440
（項）国土交通本省
（目）都市地方連携推
進事業費補助金

343,440 1317 13172010 東京都

早稲田商店
会、早稲田い
のちのまちづく
り実行委員会

地域間交流と地域の
拠点づくり事業

経済産業省
国土交通省
総務省
農林水産省
文部科学省
厚生労働省
内閣府


